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野田市関宿総合公園及び野田市営関宿少年野球場指定管理者募集要項 
 

 

１ 募集の趣旨 

 

野田市関宿総合公園及び野田市営関宿少年野球場の設置目的を効果的、効率的に

達成するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 3 項、野田市

都市公園設置及び管理に関する条例（昭和 51 年野田市条例第 23 号）第 16 条の 2

第 1項、野田市体育施設の設置及び管理に関する条例（昭和 48 年野田市条例）第 4 

条の 2の規定に基づき、指定管理者を募集します。 

 

２ 施設の概要 

 

（１）野田市関宿総合公園 

①所 在 地 野田市平井 401 番地 

②敷地面積 52,663.84 ㎡（付帯施設除く） 

③主要施設 体育館、フットサル場、グラウンド・ゴルフ場、ゲートボールコー 
ト等 

④付帯施設 関宿みんなのスポーツの広場（ソフトボール場 2面）25,259 ㎡ 

関宿ふれあい広場（野球場 1面、サッカー場 1面、多目的広場） 

39,474 ㎡ 

 

（２）野田市営関宿少年野球場 

①所 在 地 野田市古布内 1943 番地 2他 

②敷地面積 11,736 ㎡ 

③主要施設 少年野球場 1面、ジョギングコース 280m、サブグラウンド（うち 

3,000 ㎡） 

 

※各施設の詳細は別紙「野田市関宿総合公園等施設一覧」のとおり 

 

３ 管理運営の基本的な考え方 

 

（１）都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）その他関係法規を遵守し、その趣旨を十

分に理解した上で管理を行うこと。 
（２）利用者の利便性の向上及びきめ細かいサービスの提供に努めること。 
（３）利用者の平等利用が確保されること。 

（４）個人情報の適切な保護が図られていること。 

（５）施設の効用を最大限に発揮し、利用者のサービス向上を図ること。 

（６）効率的な管理を行い、経費の節減を図ること。 

（７）管理に関する業務の全部を第三者に委託しないこと。 

（８）地方自治体の設置する公の施設を運営するという自覚を常にもって、市の信用 

を棄損、失墜させる行為をしないよう十分な注意を払って業務を遂行し、行動す 

ること。 

 

 



－2－ 

４ 施設の管理基準 

 

（１）供用日・供用時間 

 

区   分 供 用 日 供用時間 

野田市関宿総合公

園体育館 

4 月 1日から 12 月 28 日まで 

 

1 月 4日から 3月 31 日まで 

午前 9時から午後 9時まで 

野田市関宿総合公

園フットサル場 

午前 9時から午後 6時まで 

ただし、4 月１日から 8 月 31 日

までの期間にあっては、午前 9

時から午後 7時までとする。 
野田市関宿総合公

園グラウンド・ゴ

ルフ場 

野田市関宿総合公

園ゲートボールコ

ート 

関宿みんなのスポ

ーツの広場 

午前 8時 30 分から午後 6時まで 

関宿ふれあい広場 

 

野田市営関宿少年

野球場 

※ただし、管理時間は午前 8 時 30 分から午後 9時 30 分までとします。 

 
（２）休館日及び休場日 

①月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律 178 号）に規定

する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その翌日（その日が

休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）   

②12 月 29 日から翌年 1月 3 日まで 

 
（３）休業日の取扱い 

・休業日は原則として競技、準備等を問わず貸し出さないこと。 

ただし、大会等の規模、日程、内容により実施せざるを得ないものについて 

は、利用を認めるものとし、通常の利用料金を徴収すること。 
 
（４）関係法令の遵守 

業務の遂行に当たっては、総合公園施設に係る関係法令を遵守してください。 

   特に次の法令等に留意してください。 

地方自治法、労働基準法等労働関連諸法、下請代金支払遅延等防止法、都市 

公園法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、消防法、建築基準 

法、野田市都市公園設置及び管理に関する条例、野田市体育施設の設置及び 

管理に関する条例、野田市都市公園設置及び管理に関する条例施行規則、野 

田市体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則、野田市総合公園施設の 

管理に関する規則、野田市情報公開条例、野田市個人情報保護条例、野田市 

公契約条例、野田市スポーツ施設予約システムの利用に関する規則等 

※本指定期間中に関係法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様とす

る。 
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（５）利用許可の基準 
野田市関宿総合公園については、野田市都市公園設置及び管理に関する条例、

野田市都市公園設置及び管理に関する条例施行規則、野田市総合公園施設の管

理に関する規則に基づき、公平公正に利用許可を行ってください。 
野田市関宿総合公園の付帯施設（関宿みんなのスポーツの広場及び関宿ふれ

あい広場）については、野田市体育施設の設置及び管理に関する条例、野田市

体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則の規定を準用し、公平公正に利

用許可を行ってください。 
野田市営関宿少年野球場については、野田市体育施設の設置及び管理に関す

る条例、野田市体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則の規定に基づき、

公平公正に利用許可を行ってください。 
    また、上記の施設については、野田市スポーツ施設予約システムの利用に関 

する規則の規定に基づき、公平公正に利用許可を行ってください。 
 
（６）個人情報の取扱い 

   指定管理者は、基本協定及び別記「個人情報の保護に関する事項」に基づ

き、個人情報保護マニュアルを作成し、個人情報の適正な管理を行ってくださ

い。 
 
 （７）情報セキュリティの確保 
    指定管理者は、業務の処理に当たって、野田市情報セキュリティポリシーの

本旨に従い、情報資産（個人情報を含む。）を適正に取り扱ってください。 
また、別記「情報セキュリティ特記事項」（以下、「情報セキュリティ特記

事項」という。）を遵守してください。 
 
（８）情報公開 

指定管理者は、公の施設の管理に関する情報の公開を行うために、基本協定

に基づき必要な措置を講じてください。 
 
（９）行政手続条例の適用について 

指定管理者は、野田市行政手続条例の適用を受けますので、施設の利用申請

を受けた場合には審査及び応答義務が生じ、申請を拒否する場合には理由の提

示が必要となります。また、一度行った許可を取り消す場合は不利益処分とし

て聴聞を行い、その理由を提示しなければなりません。 
 

 （１０）原状回復 

指定管理者は施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ野田市 

と協議をしてください。また、指定管理者の指定期間が満了した場合又は指定 

を取り消された場合は、野田市の指示に基づき、施設及び設備を原状に復し 

て引き渡してください（機能低下があった場合は機能低下前の状態にすること 

を含みます。）。ただし、機能向上を行った箇所については、この限りではあ 

りません。 

 

（１１）占用又は設置の許可 

指定管理者が管理する区域内において、野田市が野田市都市公園設置及び管 

理に関する条例、野田市都市公園設置及び管理に関する条例施行規則、野田市 
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総合公園施設の管理に関する規則の規定に基づき占用又は設置を許可したもの 

について受諾してください。 
 

５ 雇用等への配慮 

 

   雇用に際しては、地元住民を可能な限り雇用するように努めるとともに、物品

及び役務の調達にあったっても、可能な限り地元業者に発注するように努めてく

ださい。 

 

６ 指定管理者の業務の範囲 

 

（１）指定管理者が行う管理運営業務 

管理運営業務の範囲は次のとおりとします。保守点検業務等の詳細については、

別紙個別仕様書を参照してください。 
なお、業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則としますが、部分的な業

務については、専門の事業者に委託できるものとします。 
ただし、委託に際しては、事前に野田市の承認が必要となりますので、委託を

予定している業務については、委託業務計画書（様式６）に記載のうえ、野田市

の承認を受けてください。 
 ①利用調整に関すること 

  ②利用の案内、許可等に関すること 

  ③利用者サービスの向上に関すること 

  ④利用促進に関すること 

  ⑤保安・リスク対応に関すること 

  ⑥施設別運営に関すること 

  ⑦報告書等の作成及び提出に関すること 

  ⑧野田市への協力体制に関すること 

  ⑨関係機関との連絡、調整に関すること 

  ⑩スポーツ振興事業に関すること 

 

（２）指定管理者が行う維持管理業務 

維持管理業務は、管理運営方針に沿った適正な維持管理を行い、別紙「管理運

営業務要求水準書」を参照し、関宿総合公園施設を適切な機能と快適で安全な利

用ができる状態に維持するとともに、円滑なサービス提供を常に行ってください。 

また、業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則とするが、部分的業務に

ついては、野田市の承諾を得て専門の事業者に委託できるものとします。なお、

各業務は出来る限り利用者の妨げにならないようにしてください。 

  ①保守管理に関すること 

  ②法定点検に関すること 

  ③施設修繕に関すること 

  ④清掃に関すること 

  ⑤植物管理に関すること 

  ⑥施設における病害虫の防除に関すること 

  ⑦空調設備点検に関すること 

  ⑧施設別維持管理に関すること 
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（３）指定管理者が行う経営管理業務 

  ①利用料金の徴収、減免及び還付に関すること 

②備品の管理（備品台帳の整備等）に関すること 

   

７ 自主事業について 

 

指定管理者は、施設の設置目的を効果的に達成するため、本施設を活用し、自主

事業を実施することができます。なお、自主事業の実施については、次の点に留意

してください。（自主事業とは、指定管理者が自己の責任と経費において、イベン

トや物販などを実施することを言います。） 
 

（１）指定管理者が自主事業を実施する場合には、あらかじめ野田市と協議し文書 

による許可を得なければなりません。自主事業が野田市の施設としてふさわし 

くない場合は許可しないことがあります。 

（２）実施に際しては、市民の利用を妨げないよう配慮するとともに、市民が利用し 

やすい料金設定をするようにしてください。 

（３）自主事業に要する経費に野田市が支払う指定管理料を充てることはできません。 

ただし、指定管理者の経営努力により生じる指定管理料の余剰金額（利潤）を充 

てることや指定管理者が雇用する職員が指定管理業務に支障のない範囲で自主事 

業に従事することは可能です。 

（４）事業計画書において提案された自主事業の採否については、協定を締結する際 

に改めて協議するものとします。なお、提案された自主事業が認められないこと 

により、申請自体を辞退する可能性がある場合、その旨を事業計画書に明示して 

ください。 

（５）自主事業が、本来業務（指定管理業務）に支障を与えていると判断される場合

は、自主事業の改善又は中止を命じる場合があります。 

（６）総合公園の園路や広場等で行う場合は、野田市都市公園設置及び管理に関する 

条例で定める行為の許可を得て、野田市に使用料を納入してください。 

（７）施設又は設備器具を損傷しないでください。 
 

８ 指定管理者と野田市の責任分担  

 

 責任の内容 責任の分担 

施設等の損傷 

施設等の管理上の瑕疵によるも

の。 
指定管理者 

上記以外のもの。 
事案の原因ごとに判断し、野田市と指

定管理者が協議して定める。 

利用者等への損

害賠償 

施設等の管理上の瑕疵によるも

の。 
指定管理者 

上記以外のもの。 
事案の原因ごとに判断し、野田市と指

定管理者が協議して定める。 

施設等の修繕 

施設等の大規模な修繕 野田市 

施設等の小破修繕（1 件当たり 20

万円（消費税及び地方消費税を含

む。）未満のもの。） 

指定管理者 
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 責任の内容 責任の分担 

保険の加入 

火災、落雷、風・水災等に係る保

険（建物総合損害共済） 
野田市 

利用者等に係る損害賠償保険（施

設賠償責任保険） 
指定管理者 

※本表に定めのない場合又は疑義がある場合は双方の協議の上決定します。 

 

９  指定期間 

 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日までの５年間とします。 

 

１０ 指定管理に係る経費 

 

 （１）契約実績   
令和２年度の指定管理料は４８，２５５千円、令和元年度の指定管理料は４

６，９１４千円、平成３０年度の指定管理料は４６，０６２千円でした。 
※消費税相当額を含みます。   
なお、指定管理料の詳細及び利用状況については、別紙明細のとおりです。  
 

（２）管理に係る経費（指定管理料） 

    管理に係る経費（指定管理料）については、指定管理業務全体に要する経費 

から（５）に定める利用料金収入を差し引いた額とします。 

    なお、申請書に添付した収支予算書（指定管理料見積書）（様式 3）がその 

まま採用されるのではなく、会計年度ごとに野田市と指定管理者の協議に基づ 

き、年度協定の中で締結します。 

なお、原則として指定管理料は精算しません。 

 

（３）管理に関する経費の支払 

    指定管理料の支払方法は口座振込みとし、支払時期は野田市と指定管理者の

協議に基づき、年度協定の中で締結します。 

 

（４）野田市が支払う指定管理料に含まれるもの 

   ①人件費 

   ②事務費（消耗品費、通信運搬費等） 

   ③管理費（保守管理費、修繕費、環境整備費、清掃費、光熱水費等） 

   ④事業費（報償費、消耗品費、通信運搬費等） 

   ⑤その他施設の管理運営に必要となる経費 

※野田市が制限行為許可及び施設設置許可をしている物件等に係る電気料、 

水道料等の費用も指定管理者が負担してください。なお、電気料、水道料等 

は設置している団体等から指定管理者が実費徴収してください。（別紙「関 

宿総合公園占用・制限行為・施設設置許可リスト」参照） 

※備品購入費は指定管理料に含まれません。  

 

（５）利用料金等の収入 

   ①利用料金収入 

    指定管理者は、野田市関宿総合公園施設の利用料金について、野田市都市公
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園設置及び管理に関する条例で規定する額の範囲内で野田市の承認を得て定

めることができます。これにより徴収する利用料金は指定管理者自らの収入

とします。 

原則として、設定した利用料金は指定期間内において変更できないこととし 

ます。ただし、指定管理者が施設の有効活用等の観点から利用料金を変更 

する必要があると判断する場合には、事前に野田市と協議を行い、野田市 

の承認を得て変更することができるものとします。 

②減免 

野田市総合公園施設の管理に関する規則で定める基準により減免すること 

ができます。 

③還付 

既納の利用料金は還付しません。ただし、指定管理者は、野田市都市公園設 

置及び管理に関する条例で定める場合又はその他特別の理由があると認め 

る場合は、当該利用料金の全部、若しくは一部を還付することができます。 

   ④自主事業による収入 

    自主事業による収入は指定管理者の収入とします。 

    ⑤自動販売機の電気料について 

    野田市が行政財産の使用を許可して設置している自動販売機の電気料は指定 

管理者が負担してください。なお、自動販売機の電気料は設置している団体 

等から指定管理者が実費徴収できます。 

（６）管理口座 

    指定管理料及びその他の収入は、指定管理者自体の口座とは別の専用口座で 

管理するものとします。   
 

１１ 応募の資格 

 

応募資格は次の各号を全て満たすものとし、指定管理業務開始前及び開始後にお

いて、資格を執行又は取得できず、野田市が指定を取り消すことになる場合は、そ

の損害の賠償を請求する場合があります。 

 
（１）個人ではなく、法人又はその他の団体であること。 
  ※複数の団体がグループを構成して応募する場合は、代表を定めた上で別途申 

請が必要となります。詳細についてはお問い合わせください。 
  ※単独で応募した団体は、グループ応募の構成員となること及びグループ応募 

の構成員である団体が他のグループ応募の構成員となることはできません。 
（２）野田市税、千葉県税、法人税及び消費税を滞納していないこと。 
（３）地方自治法施行令第 167 条の 4第 2項の規定により野田市における一般競争 

入札等の参加を制限されているものでないこと。 
（４）地方自治法第 244 条の 2第 11 項の規定による指定の取消しを受けたことが 

ないこと。 
（５）会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生の手続を行ってい 

ないこと。 
（６）暴力団またはその構成員の統制の下にないこと。 
（７）市議会議員が、代表者その他の役員である団体（社会福祉法人野田市社会福 

祉協議会及び自治会等の地域団体を除く。）でないこと。 
（８）市長又は副市長が代表者その他の役員である団体（野田市が資本金その他こ 
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れに準ずるものの 2分の 1以上を出資している団体を除く。）でないこと。 
 （９）野田市公契約条例に定める事項を遵守すること。 

（１０）野田市情報セキュリティポリシーの本旨に従い、情報セキュリティ特記事 

項に定める事項を遵守すること。 

 

※野田市公契約条例について 

    野田市では、公契約に係る業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上 

を図るため、平成 21 年 9 月に「野田市公契約条例（平成 21 年野田市条例第 25 

号）」を制定し、平成 24 年 10 月の条例改正により、当該指定管理業務に従事 

する適用労働者に、令和 4年 4月 1日時点の市長が定めた賃金の最低額以上の 

賃金（仕様書 17 ページの表「市長が定める賃金の最低額一覧（令和 3年度適 

用分）」を参照。ただし、今後変更されることがある。）を支払わなければな 

らないほか、労働者の適正な労働条件の確保等を求めることとしています。 

 なお、野田市公契約条例、野田市公契約条例施行規則等の改正により、仕様 

書 17 ページの表「市長が定める賃金の最低額一覧（令和 3年度適用分）」に 

記載されている最低額は、今後見直される可能性があるため、見直された場合 

はその額を遵守することを前提に応募してください。 

また、詳細については、別添の「野田市公契約条例に係る特記事項（指定管 

理募集用）」を参照してください。 

 

１２ 応募書類 

 

（１）野田市様式 
①指定管理者指定申請書 
②申立書（様式１） 
③事業計画書（様式２） 
④収支予算書（指定管理料見積書）（様式３）※１ 
⑤法人又は団体の概要及び類似業務の実績（様式４） 
⑥職員配置計画書（様式５） 
⑦委託業務計画書（様式６） 
⑧配置予定労働者報告書（指定管理者募集用）（様式７） 
⑨配置労働者報告書（指定管理者用）（様式８）※２ 
⑩労働者支払賃金報告書（指定管理者用）（様式９）※２ 
⑪質問票（様式１０） 
⑫記載事項証明書【納税に関する事項】（様式１１） 
⑬共同事業体協定書兼委任状（様式１２）※３ 
⑭共同事業体構成表（様式１３）※３ 
 
※１ 新型コロナウイルス感染症の影響は考慮しないものとして、積算してく

ださい。 
※２ 配置労働者報告書（指定管理者用）（様式８）及び労働者支払賃金報告

書（指定管理者用）（様式９）は、指定管理者に決定後に提出していただ

くものです。（募集要項 7ページ「※野田市公契約条例について」参照） 
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※３ 共同事業体協定書兼委任状（様式１２）及び共同事業体構成表（様式１

３）は共同事業体として応募する場合に提出していただくものです（グル

ープ応募について（説明資料）を参照）。 
 

（２）添付書類 
① 応募資格を有していることを証明する書類 
（ア）法人又は団体の登記事項証明書及び定款、寄附行為、規約又はこれらに

相当する 
書類 

（イ）野田市税、千葉県税、法人税、消費税等の納税証明書 
 
     ※証明を要する税の範囲及び証明方法は次表を参照してください。 

 野田市税 千葉県税 法人税 消費税 

市内に本店又は営業所等

がある者 
要 要 要 要 

県内に本店又は営業所等

がある者（野田市以外） 
不要 要 要 要 

県外に

本店が

ある者 

 

 

県内に営業所

等がある場合 
不要 要 要 要 

県内に営業所

等が無い場合 
不要 不要 要 要 

証明方法 記載事項証明書 
納税証明書 

その２ 

納税証明書 

その３の３ 

納税証明書 

その３の３ 

 
（ウ）法人又は団体の印鑑登録証明書 
（エ）役員名簿 
 
② 団体の状況を証明する書類 
（ア）財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）又はこれに類するもの。新規設

立の場合は財産目録。過去３年間分 
（イ）事業報告書（直近年度のもの） 
③ 各種マニュアル 
（ア）個人情報マニュアル 
（イ）緊急時対応マニュアル 
（ウ）現金取扱いマニュアル 

 

1３ 応募方法等 

 

（１）募集要項の配布 
  ①配布期間  令和３年８月１６日（月）から 
         令和３年９月１５日（水）まで 
         （土曜日、日曜日を除く。） 

②配布場所  野田市自然経済推進部スポーツ推進課 
〒２７８－８５５０ 野田市鶴奉７番地の１ 
野田市役所 ６階 
電話 ０４－７１２５－１１１１（内線 2660.2662） 
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なお、募集要項は野田市ホームページにも掲載しています。 
野田市ホームページ内、ページＩＤ「1007112」で検索 

 

③配布時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
 

（２）現場説明 
    応募を希望される場合には、下記の現場説明会に参加してください。なお、

止むを得ない事情により現場説明会に参加できない場合においても、応募する

ことは可能ですが、その際、現場説明会の内容を別途説明することはできませ

んのでご了承ください。また、開催場所において募集要項は配布しませんので

事前に入手の上、ご参加ください。 
 

①開催日時  令和３年８月２４日（火）午後１時３０分から 
②開催場所  いちいのホール４階 集会室３（東宝珠花２３７番地１） 

 

（３）質問の受付 
①受付期間  令和３年８月２６日（木）から 

令和３年８月２７日（金）まで 
②受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
③提出方法  質問票（様式１０）に記入のうえ、持参又は FAX にて野田市自

然経済推進部スポーツ推進課へ提出してください。 
          ＦＡＸ ０４－７１２２－１５５８ 
 
（４）質問の回答 

   ①回答日   令和３年９月３日（金） 
   ②回答方法  Ｅ－ｍａｉｌまたは FAX にて回答 

 
（５）応募書類の受付 

①受付期間  令和３年９月 ８日（水）から 
令和３年９月１５日（水）まで 

          （郵送の場合は ９月１５日必着） 
          （土曜日、日曜日を除く。） 
   ②提出場所  野田市自然経済推進部スポーツ推進課 

〒２７８－８５５０ 野田市鶴奉７番地の１ 
野田市役所 ６階 
電話 ０４－７１２５－１１１１（内線 2660.2662） 

③受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
④提出部数  応募書類及び添付資料については正本１部及び副本１０部を提

出してください。 
⑤提出方法  持参又は郵送による。 
⑥その他   原則として提出期限以降の提出は認められません。ただし、提

出期限内に提出されたもののうち書類の不備による追加書類を

提出する場合で、必要と認められるときは、この限りではあり

ません。 
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（６）応募書類の情報公開及び選定結果の公表 
応募書類はお返しできません。 
提出された書類は必要に応じ複写します。使用は野田市庁内及び選定委員会

での検討に限ります。 
提出された書類は情報公開の請求により、野田市情報公開条例に基づき開示

することがあります。 
以下の方法により選定を行いますが、その選定結果は具体的な団体名を伏せ

て（指定管理者の候補者となる場合を除く。）野田市のホームページで公表し

ます。 
 

１４ 指定管理者の審査及び選定の方法 

 

（１）審査方法 
指定管理者の選定に当たっては、第１次審査及び第２次審査の２段階審査を

行います。審査に当たっては「野田市総合公園及び関宿総合公園並びに体育施

設指定管理者候補者選定委員会」にて、委員会の審査による選定を受け、指定

管理者の候補者を決定します（なお、委員会は非公開とします）。 
 
（２）第１次審査 

資格要件について、書類審査を行います。 
 

（３）第２次審査 
第１次審査合格者によるプレゼンテーションを行い、選定基準に基づき、事 

業計画書等の内容を審査し、指定管理者の候補者を決定します。 

この場合、審査結果により、第１位の者を指定管理者の候補者とし、第２位 

及び第３位の者を補欠者、それ以外の者を不合格者とします。なお、第１位の 

者を指定管理者の候補者とし、管理に係る経費（指定管理料）の協議を行いま 

すが、協議が整わない場合には、第２位の者を指定管理者の候補者とし協議し 

ます。さらに協議が整わない場合には、第３位の者を指定管理者の候補者とし 

協議します。 

 
（４）選定基準、評価項目、配点及び評価方法 

 

①第 1次審査（書類審査） 

選定基準 評価項目 
配点 

(適格要件) 
評価方法 

応募（申請）資格

を有しているこ

と。 

・個人ではなく、法人その

他の団体であること。 

適格要件 資格要件を有していなかっ

た場合には失格とする｡ 

 ・市税、法人税、消費税等

を滞納していない団体で

あること。 

  

 ・地方自治法施行令第 167

条の 4第 2項の規定によ

り野田市における一般競

争入札等の参加を制限さ

れていないこと。 
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選定基準 評価項目 
配点 

(適格要件) 
評価方法 

 ・地方自治法第 244 条の 2

第 11 項の規定による指

定の取消しを受けたこと

がないこと。 

  

 ・会社更生法に基づく更生

手続又は民事再生法に基

づく再生手続を行ってい

ないこと。 

  

 ・暴力団又はその構成員の

統制の下にない団体であ

ること。 

  

 ・市議会議員が、代表者そ

の他の役員である団体

（社会福祉法人野田市社

会福祉協議会及び自治会

等の地域団体を除く。）

でないこと。 

  

 ・市長又は副市長が代表者

その他の役員である団体

（野田市が資本金その他

これに準ずるものの 2 分

の 1以上を出資している

団体を除く。）でないこ

と。 

  

 ・野田市公契約条例に定め

る事項を遵守すること。 

  

 ・野田市情報セキュリティ

ポリシーの本旨に従い、

情報セキュリティ特記事

項に定める事項を遵守す

ること。 

  

 

 

②第２次審査（プレゼンテーション） 
評価方法について 

・各選定委員の絶対評価による。 
・評価の基準点を 3 点とし、その評価により以下のとおりとする。 

5 段階評価 
評価 点数 

非常に優れている ５ 

優れている ４ 

標準 ３ 

劣っている ２ 

非常に劣っている １ 
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選定基準 評価項目 
配点 

(適格要件) 
評価方法 

利用者の平等

利用が確保さ

れること。 

・利用者の平等な利用が図ら

れる内容となっているか。 
適格 

要件 

利用者の平等な利用が図ら

れない内容となっていた場

合には失格とする｡ 

施設の効用

（設置目的）

が最大限発揮

されるもので

あること。 

・施設の設置目的を理解した

内容となっているか。 

５ 

施設の管理運営方針が施設

の設置目的を理解した内容

になっている場合には 3点

とする｡ 

 ・施設の利用促進（利用者

増）に向け､適切な方策が講

じられているか。 

５ 

施設の利用促進のための適

切な方策等が講じられてい

る場合には 3点とする｡ 

 ・利用者のニーズを把握し､サ

ービス向上（サービスの質

の確保）のための適切な方

策等が講じられているか。 

５ 

サービス向上のための適切

な方策等が講じられている

場合には 3点とする｡ 

 ・設置目的を効果的に達成す

る自主事業の提案はある

か。 

５ 

効果的な自主事業の提案が

ある場合は 3点とする。 

個人情報の適

切な保護が図

られているこ

と。 

・個人情報の適切な保護のた

めの具体的な方策等が講じ

られているか。 
適格 

要件 

個人情報保護マニュアルに

基づく個人情報の適切な保

護が図られる体制となって

いない場合には失格とす

る｡ 

緊急時の危機

管理体制が確

立されている

こと。 

・施設の安全管理について具

体的な対応が図られている

か。 

・緊急時の危機管理のための

具体的な方策等が講じられ

ているか。 

５ 

安全管理についての具体的

な方策や危機管理のための

具体的な方策等が講じられ

ている場合には 3点とす

る｡ 

 ・利用者の要望及び苦情へ対

応するための具体的な方策

等が講じられているか。 
５ 

利用者の要望及び苦情対応

のための具体的な方策等が

講じられている場合には 3

点とする｡ 

現金の取扱い

等の経理処理

が適切に行わ

れているこ

と。 

・現金の取扱い等の経理処理

が適切に行われるための具

体的な方策等が講じられて

いるか。 

５ 

適正な経理処理のための具

体的な方策等が講じられて

いる場合には 3 点とする。 

管理経費の縮

減が図られる

ものであるこ

と。 

・指定管理に係る経費の設定

額は妥当なものとなってい

るか。 
５ 

指定管理に係る経費の設定

額が妥当なものになってい

る場合には 3点とする｡ 

 ・管理経費縮減のための具体

的な方策等が講じられてい

るか。 

５ 

管理経費縮減のための具体

的な方策等が講じられてい

る場合には 3点とする｡ 

地元住民の雇

用、物品及び

役務の調達に

際し、地元業

者へ配慮する

こと。 

・地元住民の雇用が計画され

ているか。 

・物品及び役務の調達に際し

て、地元業者への発注が配

慮されているか。 

５ 

地元住民の雇用が計画さ

れ、物品及び役務の調達に

際して、地元業者への発注

が配慮されている場合には

3 点とする。 
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選定基準 評価項目 
配点 

(適格要件) 
評価方法 

事業計画書に

沿った管理を

安定して行う

物的能力､人的

能力を有して

いること。 

・同種（類似）業務の実績は

妥当か。 

・施設管理に関する知識を十

分に有しているか。 
５ 

同種（類似）業務の実績が

ある場合には 3 点とする｡ 

 ・経営基盤が安定しており､事

業計画書に沿った管理を行

う能力を有しているか。 
５ 

企業買収等の特別な事由が

ある場合を除き､経常損益

等がプラスであるなど経営

基盤が安定していると考え

られる場合には 3点とす

る｡ 

 ・職員配置等が妥当なものと

なっているか。 

５ 

職員配置及び職員の保有す

る資格、あるいは業務経験

が、業務を執行するに当た

り妥当なものになっている

場合には 3点とする｡ 

 ・職員の指揮監督及び管理体

制が妥当なものとなってい

るか。 

５ 

職員の指揮監督及び管理体

制が適切に取られている場

合には 3 点とする｡ 

 ・人材育成（研修）の方策等

は妥当なものとなっている

か。 

５ 

人材育成（研修）の方策等

が妥当なものとなっている

場合には 3点とする｡ 

 

 

 

・管理に関する業務の全部を

第三者に委託することな

く、妥当なものとなってい

るか。 

適格 

要件 

管理に関する業務の全部を

第三者に委託する内容とな

っている場合には失格とす

る。 

合 計  
５点×１５項目

計７５点満点 
 

 

 

１５ 協定の締結 

 

（１）仮協定の締結 

指定管理者の候補者が決定した後、速やかに野田市と指定管理者間におい

て仮協定を締結します。なお、仮協定は後述の基本協定の内容とします。 

 

（２）基本協定の締結 

仮協定には、指定管理者の指定の議案が議会において可決された時に有効

となる旨を明記します。したがって、議会の議決により基本協定が有効とな

ります。 

 

（３）年度協定の締結 

さらに、年度協定金額見積書に基づき、野田市と指定管理者が協議した結

果、４月１日付で年度協定を締結します。 
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（協定書の主な内容） 

＜基本協定＞ 

指定期間全体に渡る基本的な事項を定めるもの。 

・指定期間及び毎年度共通の事業計画に関すること。 

・管理の基準（供用時間、管理時間等） 

・業務の範囲に関すること。 

・業務報告に関すること。 

・リスク管理及び責任分担に関すること。 

・情報公開及び個人情報保護に関すること。 

 

＜年度協定＞ 

毎年度の事業内容や管理経費などを定めるもの。 

・当該年度の事業内容に関すること。 

・当該年度の管理経費と支払い方法等に関すること。 

 

１６ 全体スケジュール 

 

① 募集要項の配布 

令和３年８月１６日から 
令和３年９年１５日まで 
（土曜日、日曜日を除く。） 

② 現場説明 令和３年８月２４日 

③ 質問の受付 
令和３年８月２６日から 
令和３年８月２７日まで 

④ 質問の回答 令和３年９月３日 

⑤ 応募書類の受付 

令和３年９月８日から 
令和３年９月１５日まで 
（郵送の場合９月１５日必着） 
（土曜日、日曜日を除く。） 

⑥ 第 1次審査（資格審査） 令和３年９月１７日 
⑦ 第 1 次審査結果（プレゼンテー

ション開催）の通知 
令和３年９月下旬 

⑧ 第 2 次審査（プレゼンテーショ

ン） 
令和３年１０月中旬 

⑨ 第 2次審査結果の通知 令和３年１０月下旬 
⑩ 指定管理者と仮（基本）協定の

締結 
令和３年１１月下旬 

⑪ 指定議案の議決 令和３年１２月議会 
⑫ 指定の通知 令和３年１２月議会の議決後 
⑬ 基本協定の成立 令和３年１２月議会の議決後 
⑭ 予算の議決 令和４年３月議会 
⑮ 年度協定の締結 令和４年４月１日 
⑯ 指定管理者による管理業務開始 令和４年４月１日 

 


